
資料３ 各企業会提出資料

Ⅰ 大分県LSIクラスター形成推進会議
Ⅱ 大分県自動車関連企業会
Ⅲ 大分コンビナート企業協議会



１．ありたい姿と方向性
1-1. 国家戦略に基づいて九州・大分県が目指す2030年の姿と取組
1-2. 大分県LSIクラスター形成推進会議が目指す方向性

２．第1回会議を受けた検討状況（体制、スケジュール）

３．現状・課題（アンケート結果を踏まえて）
3-1. 技術人材育成・確保の取組
3-2. 持続可能な社会に向けた挑戦への取組

４．論点（議論いただきたいこと）

Ⅰ 大分県LSIクラスター形成推進会議



出典：九州半導体人材育成等コンソーシアム 第1回会合資料をもとに事務局で要旨とりまとめ

１．ありたい姿と方向性
1-1. 国家戦略に基づいて九州・大分県が目指す2030年の姿と取組

１．【人材育成】 だれもが「半導体は社会基盤の主人公である」とその価値を理解している九州

・半導体産業の魅力を整理し、発信する。
例）学生・転職希望者に向けたプロモーションコンテンツ作成、PRイベント開催

２．【人材育成】 だれもが「半導体を学ぶ楽しさ」に共感している九州
・産学連携で学びの場を提供し、半導体に動機付けやマインドセットをもたらす人材育成環境を構築する。
例）産業界から教育機関への人的・技術的な協力、海外先進地域との教育交流

３．【サプライチェーン強靱化】 半導体産業で働くことに「誇り」と「生き甲斐」を実感する九州
・世界を支える半導体サプライチェーン、プラットフォームを九州に構築する。
例）九州が強い素材・装置・センサー・パワー半導体・アナログ半導体の供給力強化、次世代半導体の製造拠点化

自動車等のユーザー産業とのネットワーク強化、マッチング・技術交流の場を設置

ありたい姿 「シリコンアイランド九州の復活 2030年の日本社会（Society5.0）を支える九州・大分」



専門部会 活動指針 取組例

イノベーション部会
（人材育成・研究開発）

新事業創出および新分野に挑戦する企業支援
半導体関連事業人材の育成

研究開発補助
技術セミナー
事業創出セミナー
大学・高専との技術交流

マーケティング部会
（販路開拓・情報提供）

共創で進めるモノコトづくり
地域間連携によるサプライチェーンの強化

台湾商談会
展示会出展
企業ニーズ＆シーズマッチング会
他団体とのビジネス交流

ネットワーク部会
（会員交流）

不確実性の高い時代に強い経営者づくり
最新情報の提供、ネットワーク構築

経営者向けセミナーと交流
産学官交流
会員交流
BCP企業間協力
広域連携

ス ロ ー ガ ン 「 未 来 を 拓 く 産 業 モ デ ル の 創 出 ～ 想 い を カ タ チ に 共 感 で 広 げ る ～ 」

１．ありたい姿と方向性
1-2. 大分県LSIクラスター形成推進会議が目指す方向性



●成長モデルの好事例
東芝（1970年、現ジャパン・セミコンダクター）、日本テキサス・インスツルメンツ（1973年）、ソニー（1984年、

現ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング）、NEC（1985年、現ルネサスエレクトロニクス）等の大手が本県に進出。
その後、他県に先駆けた企業会活動を開始し、大手と地場企業がともに成長するモデルに。

●全国トップクラスの出荷額
地場企業の成長もあり、集積回路製造業の出荷額は、全国ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの2,517億円（2020年度：全国比8%）。

●北部九州に集積している自動車産業を支える
自動運転、EV化が進む中、そのシステムに必要不可欠なセンサーやアナログ※、パワー半導体などの設計や製造を

得意とする。 ※アナログ半導体：連続的なアナログ情報をデジタル化する、もしくはその逆を行う半導体

大分県LSIクラスター形成推進会議の強み

STKテクノロジー 信頼性試験装置

例）後工程を得意とする地場企業が
自動機・検査装置メーカーとして成長し、半導体製造の品質を支える。

【参考】



２．第1回を受けた検討状況（体制、スケジュール）
体制

イノベーション部会
（人材育成・研究開発）

マーケティング部会
（販路開拓・情報提供）

ネットワーク部会
（会員交流）

企画委員会（地場企業 5社）
スズキ
AKシステム
エスティケイテクノロジー
大分デバイステクノロジー
デンケン

理事会

企画委員会とイノベーション部会を中心に推進する。

産：立地企業１社、地場企業５社
学：４校
官：３機関

スケジュール（初年度）

【第1回・2回】
R4.4.26  R4.6.20
現状把握・課題共有

【第3回・4回】
R4.8 R4.10  

課題分析・提案検討

【第5回】
R5.2

ありたい姿の具体化検討

2年目以降
取組継続
（予定）

専門部会



今後の事業展開に向けた人材不足の状況（％）

（１）人材育成アンケート結果（抜粋①）
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１．経営企画

２．情報システム

３．研究開発・設計

４．生産・運搬５．営業・販売・サービス

６．財務・会計

７．内部管理

中核人材
労働人材

３．現状・課題（アンケート結果を踏まえて）
3-1.技術人材育成・確保の取組

研究開発・設計者やデジタル人材など、高度な専門人材の不足感が強い(74％)。



5年後に向けて人材育成、
増員したい業務領域（％）

7％
用途開発

15%
多角化

15％ 63％
新技術開発

既存技術 新技術

既
存
市
場

新
市
場

異分野では高付加価値の可能性
成長性の高い市場への参入機会

激戦で薄利の可能性

新技術開発はコスト負担大
市場が縮小傾向にあると将来性がない

今後の事業展開で最も力をいれているもの (%)

・回答企業の85％が事業拡大を計画。22％が成長性の高い新市場への参入を目指している。

（１）人材育成アンケート結果（抜粋②）
・研究開発・設計者やデジタル人材など、高度な専門人材の他に、経営企画や営業など、

事業を推進する人材の強化を求めている(59%)。



（２）産学連携で目指す人材育成～取組と検討案～
学生・生徒と産業界のニーズを踏まえたエキスパート人材の育成を検討。

■業界の目指す姿と魅力を伝える（魅力発信）
■学生・生徒の探究力と協働する力を鍛える（専門強化）

取組例・案 概要 魅力
発信

専門
強化

実施
状況

【学生向け】

① 企業の技術紹介、企業見学、
インターンシップ 業界、企業、技術の魅力をPR。 ● ○

② 共同研究 企業課題を研究テーマとした企業と教員、学生の技術交流。
例）研究補助金 ● ● ○

③ 企業向けオープンラボ 企業と教員の交流機会（コミュニティづくり）。 ● 案

④ PBL(Project Based Learning)
での企業課題への取組 企業が課題提供し、実践的な教育機会を提供。 ● ● 案

⑤ 専門の選択科目、カリキュラムの充実 企業ニーズを踏まえたカリキュラムの作成。 ● ● 案

⑥ 外部講師の派遣 企業が外部講師として協力し、実践的な技術を指導。 ● ● 案

【社会人向け】

⑦ 企業向けのリカレント教育 社会人向け技術者の育成。コミュニティづくり。
例）半導体基礎講座 ● ● 拡充

検討



３．現状・課題（アンケート結果を踏まえて）
3-1.技術人材育成・確保の取組

（２）人材育成・確保の取組

・九州半導体人材育成等コンソーシアムにおいて、九州の産学官とともに、2030年に目指す姿や、
これに基づく取組を共有しており、本県でも歩調をあわせて推進する。

・研究開発・設計や情報システムに係る高度技術人材の育成には、産学が連携した取組が必要。
すでに、企業と大学・高専との共同研究への補助事業や、学生向け企業見学会などは実施中。
「ありたい姿」に変革していくために、必要な取組を検討。具体的には、「産学連携で目指す人材
育成～取組と検討案～」等をたたき台として今後、議論したい。

・５年後に向けては、半導体を使う自動車・ロボット産業などとの新たな事業創出を担う人材育成
に取組むことも課題。

・産学提携講座の開設などには、行政の支援も欠かせない。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境に配慮した投資や融資の進展

消費者の環境負荷への配慮の高まり

電気自動車の普及

化石燃料（石油、ガス、石炭）の削減

環境税導入などエネルギーコスト増加

省エネルギー化

既にある 今後1年以内 １～3年の間 その先のいずれかの時期

各事象について想定される影響が及ぶ時期（％）

・好影響(省エネ)、課題(コスト増加)ともに、影響がある企業の6割で既に or 今後1年以内
に影響あり。

３．現状・課題（アンケート結果を踏まえて）
3-2.持続可能な社会に向けた挑戦への取組

（１）SDGｓアンケート結果（抜粋①）
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環境税導入などエネルギーコスト増加

化石燃料（石油、ガス、石炭）の削減

消費者の環境負荷への配慮の高まり

環境に配慮した投資や融資の進展

電気自動車の普及

省エネルギー化

好影響がある 影響なし 悪影響がある

カーボンニュートラル進展に伴い、想定される各事象での影響（％）

・省エネやEV化に不可欠な半導体を設計、製造するなど、多くの企業で好影響が想定される。
・一方、環境税などエネルギーコスト増加が課題。

（注）各事象の「好影響がある」、「悪影響がある」、「影響はない」と回答した企業数/各事象の回答企業数（＝アンケート回答全27社）×100にて算出

（１）SDGｓアンケート結果（抜粋②）



（１）SDGｓアンケート結果（抜粋③）
・70%を超える企業が、方策を検討・実施しており、設備更新、再エネ利用促進などの

取り組みが進む。
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原材料や取扱商材を低炭素に即したものへと代替・切替

設備稼働率等

ISOなどの認証取得やSDGｓ宣言、CO2排出量の測定などによる意識付け

再生可能エネルギーの利用促進

情報収集段階（業界大手企業の対応状況調査など）

省エネ、低炭素に資する設備へ代替（電気自動車の導入など）

カーボンニュートラルへの方策として実施、検討中の内容（％）

影響への方策検討状況（％）

22%

52%

26% 既に実施
検討中
検討していない



（２）SDGｓにおける取組等

・主な課題は、２つを想定。
① 環境税などエネルギーコストの増加
② 情報不足（規則・ルールの動向、取組事例など）

・カーボンニュートラル促進の動機は、 3パターンが考えられる。
① 経済的メリットによる誘導策
② 企業イメージ向上
③ 規制強化への対応

３．現状・課題（アンケート結果を踏まえて）
3-2.持続可能な社会に向けた挑戦への取組



【人材育成】
・ありたい姿（目指す2030年の姿）を実現するために、これまで以上に
どのような取り組み・支援を実施すべきか。

・求められる人材像に近づくために、どのような人材育成を実施すべきか。

【SDGｓ】
・企業が連携して、どのような取り組みができるか。

４．議論いただきたいこと

アンケート結果 及び 第1回 委員コメント抜粋
・ビジョンを描ける力
・知識を得るだけでなく知識を活用できる人材
・デジタルを作る、使う、展開する人材が不足（デジタル教育が必要）
・課題解決能力、問題を見極める力が必要
・理系・文系を融合した人材が必要



出典：経済産業省関東経済産業局 令和4年5月 「カーボンニュートラルと地域企業の対応」

【参考】



出典：経済産業省関東経済産業局 令和4年5月 「カーボンニュートラルと地域企業の対応」

【参考】



１．大分県自動車関連企業会のありたい姿と方向性

２．現状・課題（アンケート結果）
テーマ１：ものづくり産業の技術人材育成・確保育成・確保
テーマ２：カーボンニュートラルを含む持続可能な社会に向けた取組

３．臨時役員検討会の意見
４．今後の取組

４-１．人材育成・確保
４-２．SDGｓ

５．論点（議論いただきたいこと）

Ⅱ 大分県自動車関連企業会



世界に選ばれ、未来に向け成長を続ける自動車産業拠点

◆国のグリーン成長戦略
・2050年カーボンニュートラルだけでなく、ＣＯ2排出削減にとどまらない「国民生活のメリット」も実現
・2035年、乗用車の新車販売で電動車１００％

◆北部九州自動車産業新構想検討委員会による提言（令和４年３月２９日）

１．ありたい姿と方向性

（１）世界に選ばれる電動車開発・生産拠点の形成
地元カーメーカー・地元サプライヤーが一体となって、世界が必要とする電動車の開発・生産拠点の形成を目指す。

（２）ＣＡＳＥに対応したサプライヤーの集積
ＣＡＳＥに対応した高機能部品の生産に向け、地元サプライヤーにおける提案力・開発力の強化及び新規参入
を促進するとともに、企業の誘致により、ＣＡＳＥ分野産業を集積する。

（３）工場における脱炭素化の実現
北部九州における再生可能エネルギーや水素技術の研究開発に係る優位性を活かして、工場における低炭素化・
脱炭素化を推進する。



回答した企業６４社中、 ５４社の約８５％が「かなり人材不足」または「やや人材不足」と回答。

（内訳）
会員企業 ：回答した５４社中、 「かなり人材不足」または「やや人材不足」 とあわせ４４社（８１％)が人材不足。
協賛企業等：回答した１０社全てが、「かなり人材不足」または「やや人材不足」 と人材不足（100％） 。

１-1．人材確保の状況
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テーマ１：ものづくり産業の技術人材育成・確保

２．企業会アンケート結果
企業会 対象数 回答 回答率

会員 149 54 36%

協賛会員 27 10 37%

合計 176 64 36%



人材不足と回答した企業の内、最も多い区分は、期間工、派遣等を含む一般製造技能者。
（内訳）

会員企業 ：①一般製造技能者 28社(44%) ➁チームリーダ 20社(45%) ③中堅技術者 18社(41%)
協賛企業等：①一般製造技能者 9社(90%) ➁技術員 5社(50%) ③中堅技術者 ３社(39%)

１-２．人材不足の内訳
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一般製造技能者（期間工、派遣等を含む）

チームリーダー

中堅技術者

製造管理マネージャー（20名から100名の組織の長）

技術員

その他（事務職、営業職等）

技能スペシャリスト

上級製造管理マネージャー（200名から500名の組織…

不足人材の内訳
一般製造技能者（期間工、派遣等を含む)
・決められたルール、基準に基づいて業務ができ、異常や改善点を見出せる。
業務手順に沿って忠実に単純作業を行う従業員

中堅技能者
・異常の発見ができ、上司へ的確に報告でき、上位者の指示に従って異常対応ができる。
また自らの担当工程において改善提案を行うことができる。

・会社や応援者に対し、自らの担当業務の内容を説明でき、作業指導 ができる。
チームリーダー
・組立ライン最小単位職場の中心メンバーとして、工程内のほとんどの作業ができ、メン
バーの作業をサポートでき、メンバーの作業遂行 にあたって指導力を発揮し、工程内の
改善や提案を行いながら業務を遂行するために必要な能力水準を有する。

・自らの担当領域においての異常については確実に原状復帰ができる能力水準
技能スペシャリスト
・ベテラン技能者として高度な熟練技能を有し、高精度な作業を正確かつ効率的に行い、
またそれをメンバーに指導できる。また、複数の工程にまたがる技能をもつ能力水準を
有する。

・場合によっては、自ら得意とする技能・技術分野を有し、部門をまたがるプロジェクトに
参加し確実に成果を出せる能力水準。

・製造過程における異常に対して的確な対応が取れるとともに再発防 止や改善を立案・実現
できる能力水準を有する。

製造管理マネージャー（２０名から１００名の組織の長）
・中小単位規模の組織の責任者として、上位の方針を踏まえて組織の管理運営を的確に行う
ために必要な能力水準を有する。

上級製造管理マネージャー（２００名から５００名の組 織の長）
・全体の責任者として、生産目標の達成のための組織目標や生産計画を設定し、広範かつ
統合的な判断及び意思決定を行いながら組織全体の総合力向上が実現できる能力水準を
有する。

・高度なリーダーシップを発揮し、組織メンバーの計画的な人材育成 ができる能力水準を
有する。

技術員
・研究、開発、設計、製品の改良・改善、品質・生産管理などを担当する技術系従業員

［人材区分の定義］会員企業 n=44(54社中、人材不足と回答企業)

協賛会員等 n=10
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3

2

2

1

0

0 2 4 6 8 10

一般製造技能者（期間工、派遣等を含む）

技術員

中堅技術者

その他（事務職、営業職等）

製造管理マネージャー（20名から100名の組織の長）

チームリーダー

技能スペシャリスト

上級製造管理マネージャー（200名から500名の組織の長）

不足人材の内訳



1-３．人材育成の現状と課題

人材育成の現状は、最も「社内研修」が最も多く、続いてＯＪＴのみ。
また、人材育成の課題は、「チームリーダーの育成不足」が最も多く、続いて中堅技能者、技術員の順。

全体 n=64
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社内研修

特に行っていない（OJTのみ）

自動車関連企業会主催の金型講習・保全講習

その他

人材育成の現状
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チームリーダーの育成不足

中堅技能者の育成不足

技術員の育成不足

製造管理マネージャー（２０名から１００名の組織の長）の育成

不足

一般製造技術者（期間工、派遣等を含む）の育成不足

技能スペシャリストの育成不足

上級製造管理マネージャー（200名から500名の組織の長）の

育成不足

特になし

人材育成の課題



テーマ２：カーボンニュートラルを含む持続可能な社会に向けた挑戦

２-1．電動化

24

22

5

5

4

4

0 5 10 15 20 25 30

特に影響はない

今後、影響が想定される

ある程度影響がある（一部製造部品の廃止）

影響がある（主要製造部品の廃止）

その他（影響あり)

わからない

電動化の影響 n = 64

64社中36社(56%)が、少なからず「影響がある」と回答

電動化の影響: 各企業からのコメント

企業会 業種

会員 エレクトロニクス

協賛会員 金属加工

会員 電装部品

会員 金属加工

コメント

主要製造部品としては変わらないが
軽量化への対応として設備投資が増える

影響がある（生産増）

電動化に伴う業界変化への対応を推進している。

EV化推進で、更なる半導体不足が心配される。

11
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特に取り組んでいない

自動車以外の分野への移行を考えている

電動化対応部品の開発を既に行っている

電動化対応部品の開発を検討している

その他

電動化への取組み n = 30 （「影響あり」36社中)
7社(19%) が自動車以外の分野への移行を考えている
9社(25%) は 電動化対応部品の開発を検討又は既に行っている

電動化の取組: 各企業からのコメント

企業会 業種

会員 その他 排ガス測定部門へのガス・ガス設備の代替需要を検討

会員 設備

会員 表面処理 幅広い分野での受注活動

コメント

業界の幅を広げること目的とし、グループ会社で
業種を広げる取組みを行っている



２-２．カーボンニュートラル
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多少、取り組む必要がある

おおいに取り組む必要がある

わからない・不明

あまり取り組む必要がない

取り組む必要は、全くない

自社におけるカーボンニュートラルの取組 n = 64
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計画・削減目標を策定し、取り組んでいる

取引先からの指示があれば、今後、取り組む

計画・削減目標はないが、取組はしている

今後、計画を策定し、取り組む予定

未定

その他（具体的に）

取り組む予定はない

取引先の指示を受け、取り組んでいる

「CO2」削減の取組状況 n = 64

64社中53社(82%)が、「取り組む必要あり」と回答

64社中35社(54%)が、「取り組んでいる」と回答

「CO2」削減の取組状況: 各企業からのコメント

企業会 業種

会員 エレクトロニクス

会員 その他

会員 その他

コメント

工場等は保有していないので大きな排出は無いが、
ガス関連企業として検討

本年度「ISO１４００１」の取得を推進中。
今後「計画・目標設定」をし推進する。

取引先からはエネルギー使用に関する調査があったり
する中で、削減への取り組みを感じている。



３．臨時役員検討会の意見

人材確保

（人材確保）
　・大分県が魅力ある地域と思える施策が必要。

　・学生がものづくりに触れる機会や、地元企業が自社の
　　魅力をアピールできる機会を設けることが重要。

　・人材派遣をより柔軟に行い、労働力を確保できないか。

（人材定着）
　・多様性に対応した働き方に関して、企業側が労働者の
　　事情を理解した上で、どこまでサポートできるかを考える
　　ことが重要。

  ・労働者の経験値が重要な職場では、長く企業に在籍して
   もらえるよう働きやすい職場づくりが重要。
　（託児所の併設、休みを取りやすい環境づくり等）

SDGｓ

（次世代自動車）
　・EV、ハイブリッド、プラグイン等の生産割合や、
　　増える部品、不要な部品に関する情報が乏しい。

　・１社だけでは、EVに適応した部品が製造できなくても、
　　他社と協力することで可能になるのでは。

　・自動車やLSI、その他の製造業との連携も大切。

（CO2削減）
　・製造の過程における消費電力について、代替エネルギーの
　　確保を検討する必要がある。

　・エネルギーや労務費、原材料の高騰を価格転嫁する
　　仕組づくり。

　・電力の見える化が必要。



４-１．人材育成・確保
企業会としての今後の取組案

１ チームリーダー層の育成
・産学官連携 県立工科短大、ダイハツ九州との連携拡充

県産業科学技術センター等の技術指導・支援
・リカレント教育の実施

２ 人材確保
・大学・高校等と連携した業界・企業の魅力発信

学生向けにデジタルマーケティングに対応した情報発信
学校訪問による講演・講座、インターンシップマッチング

・電動化に伴うデジタル・ＤＸ人材の確保
・産業・企業の魅力の見える化

企業会アンケートの結果

１ 現状
・人材不足を感じている ８５％
チームリーダの育成不足 ３５％

・社内研修 ４３％、ＯＪＴのみ １４％
・確保策は、ハローワーク、人材紹介会社

次いで、合同説明会等への参加

２ 個社で検討している内容
・インターンシップの受け入れ
・社内紹介制度、学生への直接ＰＲ
・社内研修の充実、企業会セミナーの活用

行政との連携
・企業会と教育機関等との連携
・学生とのマッチング機会の創出、若手人材への魅力発信
・企業間の人材シェアリング（出向派遣）

４．今後の取組



４-２．SDGｓ
企業会としての今後の取組案

１ 次世代自動車への支援
・新分野多角化に挑戦する企業への支援拡充、マッチング支援
・半導体関連産業等との連携（新ビジネスの創出）
・変化の著しい電動化の最新情報の提供

２ カーボンニュートラルの取組等
・自社製品製造に係るＣＯ２量の把握支援
・CO2削減の取組メニューの共有、先進事例の紹介
・再生可能エネルギー等の活用支援

企業会アンケート結果

１ 現状
・電動化の影響が少なからずある ５６％

対応を検討・実施 ２５％
・カーボンニュートラルの取組の必要 ８２％

２ 個社で検討している内容
・次世代自動車参入支援活用・検討 ３％
・新分野への事業支援活用・検討 １８％
・カーボンニュートラルの取組あり ５４％

行政との連携
・自動車産業が成長産業であることの啓発・ＰＲ
・自動車の電動化等における最新情報の提供（国の動き、カーメーカーや新規参入メーカーの動きを含む）
・次世代自動車への参入に向けた支援の充実（新技術導入支援、機器補助等）
・カーボンニュートラル等に伴うコスト上昇分の価格転嫁の機運醸成

４．今後の取組



５．議論いただきたいこと

【人材育成】

・人材確保に向けた企業目線・学生目線のギャップをどのように埋めていくか？

・企業の魅力発信の手法はどのようなものが考えられるか？

【SDGｓ】

・電気自動車をはじめとする次世代自動車参入に求められることは何か？

・また、必要となる支援があるか？



１．大分コンビナートの2050年のありたい姿
・ 「グリーン・コンビナートおおいた」の実現
・ 大分コンビナートの強み

２．第1回会議を受けた検討状況
・ カーボンニュートラル検討PTの設置

３．現状・取組
・ 人材育成、確保およびカーボンニュートラルへの取組状況と課題

（アンケート、ヒアリング結果のまとめ）

４．議論いただきたいこと

Ⅲ 大分コンビナート企業協議会



１．大分コンビナートの2050年のありたい姿
ありたい姿：「グリーン・コンビナートおおいた」の実現

「グリーン・コンビナートおおいた」
大分コンビナートの強みを最大限に活かし、県内総生産当たりのCO2排出量が一番多い大分が、ホワイト・
ブルー・グリーン水素等の活用やカーボンリサイクルを進め、県内・九州の企業のみならず日本・アジアのコン
ビナート製品利用者にもカーボンニュートラルの価値を提供する。

重点的取組
(1)大分の再生可能エネルギーを活用した「グリーン水素」、大分コンビナートから発生する「ホワイト水素」、

海外からの「ブルー水素」の総合的利用による新たなエネルギー源の生産・受入・供給の拠点化

(2)分離・回収したCO2を化学品の原料や燃料、コンクリートといった鉱物などに再利用するようなカーボン
リサイクルの拠点化

(3)本県に優位性がある地熱・太陽光による発電等（再生可能エネルギー）の利用と、これらを活用した
水素製造や蓄電等の事業展開



１．2050年のありたい姿(イメージ)

出典：カーボンニュートラルコンビナートの実現に向けた論点整理（概要）(経済産業省)



大分コンビナートの強み①
コンビナートの中核に石油精製、石油化学、製鉄、LNG火力等、多様な特徴を持つ
企業がバランスよく存在（１業種1社）、特徴を活かした連携が可能
九州唯一の製油所、粗鋼生産量全国１位、粗銅生産量全国１位、エチレン生産能力全国３位、
港湾用大型クレーン生産シェア世界第３位、九州最大のLNG火力発電所 等

産業道路

大分川

乙津川
大野川

日豊本線
鶴崎

大在
高城

牧

６号地

１号地
２号地

３・４号地

日本製鉄（株）【製鉄】
粗鋼生産量 全国1位

昭和電工（株）
【石油化学】

エチレンプラント能力
全国3位

ＮＳｽﾁﾚﾝﾓﾉﾏｰ（株）
【石油化学】 ENEOS（株）

【石油精製】
九州唯一の製油所

王子ﾏﾃﾘｱ（株）
【製紙】

住友化学（株）
【精密化学】

大分瓦斯（株）
【都市ガス】

JX金属製錬（株）
【銅精錬】

世界最大級の製錬所佐賀関

大分コンビナート
立地企業の状況

大分ｴﾙ・ｴﾇ・ｼﾞｰ（株）
【ＬＮＧ基地】

(株)三井Ｅ＆Ｓマシナリー
【機械器具製造】

港湾用クレーン
シェア世界第3位

７号地

九州電力（株）
【発電所】

九州最大の火力発電所
（LNG）



大分コンビナートの強み②

太平洋に開け、海外から船舶のアクセスビリティに優れた良好な港湾
・インフラとしての十分に深い港が存在（日本製鉄 27m ENEOS 24m 昭和電工 15m）
・カーボンニュートラルポート形成推進計画の策定に着手
・国土強靱化事業（300億円）としてコンビナートの護岸工事を実施



大分コンビナートの強み③
地域には、豊富な再生可能エネルギーが存在
・再生可能エネルギー自給率全国２位
・九州は全国で最も余剰電力が多いエリア
余剰太陽光の活用による水素製造・利活用ポテンシャルを活かすため、大分県が調査を実施

◎再生可能エネルギー自給率 （2021.3現在）
（＝再エネ供給量／オフィスと生活部門のエネルギー消費量）

51.3 50.0 48.3 46.1 

39.5 38.1 36.0 35.9 
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(2位)

出典：「2022年度再エネ出力制御見通しについて」資源エネルギー庁出典：千葉大 倉阪研究室＋永続地帯研究会 「永続地帯2021」より抜粋
（大分県新産業振興室作成）



２．第1回会議を受けた検討状況
１ カーボンニュートラル検討ＰＴの設置

・ 各分科会の中でカーボンニュートラルに向けた勉強会や意見交換会など実施してきたが、昨今の脱炭素に向けた急速な動きに
対応が必要。

・ 国の「カーボンニュートラルコンビナート研究会」や、大分県の「ものづくり未来会議おおいた」での議論を踏まえ、競争力強化検討
部会にカーボンニュートラル検討PTを本年６月に立ち上げ。

・ 2030年、2050年を視野に入れた「グリーン・コンビナートおおいた」の実現を目指し、今後の大分コンビナートのありたい姿や
そのための取組を議論。

３ コンビナート企業へ人材育成とSDGｓについてアンケートを実施
・（人材育成）採用面や教育面での課題や現在実施している取組
・（SDGｓ）2050年カーボンニュートラルに向け検討していくこと

２ カーボンニュートラル検討PTの協議内容
◆「グリーン・コンビナートおおいた」の実現に向けた取組
（1）新たなエネルギー源としての水素・アンモニアの受入・生産・供給・活用に向けた取組
（2）カーボンリサイクルに向けた取組
（3）イノベーションによるカーボンニュートラルの促進

・ グリーンイノベーション基金（GI基金）等を活用した脱炭素の取組
・ 地域における研究体制の整備・研究ネットワークの拡充

（4）持続可能なコンビナート活動に向けた取組



業種 会員（11社・２自治体）

石油精製 ENEOS（株）大分製油所（会長）

製鉄 日本製鉄（株）九州製鉄所 大分地区（副会長）

石油化学 昭和電工（株）大分コンビナート（副会長）
ＮＳスチレンモノマー（株）大分製造所

精密化学 住友化学（株）大分工場

機械製造 （株）三井Ｅ＆Ｓマシナリー 大分工場

製紙 王子マテリア（株）大分工場

非鉄金属 JX金属製錬（株）佐賀関製錬所

電力 九州電力（株）新大分発電所（監事）

ＬＮＧ 大分エル・エヌ・ジー（株）

都市ガス 大分ガス（株）（監事）

行政 大分県、大分市

【大分コンビナート企業協議会】（H24.7～)

①ユーティリティ分科会（11社、県）
（資源エネルギーの有効活用）

②物流分科会（9社、県、市）
（物流機能の強化

③規制緩和分科会（6社、県、市）
（規制緩和の推進）

④人材育成分科会（10社、県）
（人材育成の強化）

「競争力強化ビジョン（H25.2～）」に基づき
４つの分科会で主体的な取組を推進

オブザーバー

経済産業省製造産業局金属課

経済産業省製造産業局素材産業課

経済産業省産業保安グループ
高圧ガス保安室

経済産業省資源エネルギー庁
資源燃料部石油精製備蓄課

経済産業省九州経済産業局

顧問

国際大学 副学長
国際経営学研究科 教授

橘川 武郎 氏

大分コンビナート企業協議会の「カーボンニュートラル」に係る推進体制

競争力強化検討部会（11社、県、市、九経局）
（検討状況の進捗把握・調整）
幹事：ENEOS、昭和電工、県
カーボンニュートラル検討PTを組織
大分コンビナート全体で2030年、2050年に向けたカー
ボンニュートラル取組や推進するための環境づくり等を検討
参加企業：11社 ＋有識者（アドバイザー）
幹事：ENEOS、昭和電工、日本製鉄、県、市

総会 会長：ENEOS 副会長：昭和電工、日本製鉄
事務局：県（通常総会は年1回開催）

１ メンバー ２ 組織

3 スケジュール〈初年度〉
【第1回PT】

R4.７
現状把握・課題共有

【第2回PT】
R4.11

勉強会・課題分析

【第3回PT】
R5.2

大分コンビナートの目指すべき姿検討

2年目以降取組継続
（予定）

⑤スマート保安・IoT推進PT（11社、県）
（スマート化、IoT・AIの活用推進）



３．現状・取組（人材育成・確保）
現状

１ 採用面
・地元採用は工業系高校などであり、各高校と連携しており、学校推薦などで優秀な生徒が一定数採用できている。
・大学卒については、全国を対象にした本社一括採用であり、必要人数は確保できている。

２ 育成面
・個社ごとに新採用研修やフォローアップ制度など年齢に応じた研修・制度を準備しており、社内で育てる体制が整っている。
・企業会では、オペレーター・現場リーダー等の育成のため、（公社）山陽技術振興会（水島コンビナート技術者OB等）
から講師を招き、大分市内で年２回、共同講座を実施している。

課題
１ 採用面

・特になし
２ 育成面

・情報処理系に精通した人材の不足感がある。
取組

１ 採用面
・特になし

２ 育成面
・情報処理系、特にDX・デジタル分野における外部人材を活用した
人材育成を図る。 山陽人材育成講座



３．現状・取組（人材育成・確保）
その他（次世代の人材育成 各社の取組紹介）

・ 小・中学校への出前講座
・ 工場見学
・ 小・中学生向けサイトなど作成し、化学実験など興味を引く内容をわかりやすく提供

ENEOS HP なつやすみ科学バスツアー（大分） 日本製鉄 HP 工場見学



３．現状・取組（SDGｓ）
現状

・カーボンニュートラルについて検討するプロジェクトチームの設置（R4.6月設置）

大分県の取組
(1) 次世代エネルギー(水素等)の検討

本県の強みである地熱・太陽光等を活用したグリーン水素の製造から利活
用まで、コンビナート企業とも連携を図りながら、県内関連産業の育成に向け
た取組を推進

(2) カーボンニュートラルポート検討会（R4.3月設置）
大分港において次世代エネルギー(水素・アンモニア等)の受入環境を整え

ることで、港湾立地企業がカーボンニュートラル社会においても持続可能な活
動を支援するため、CO2排出量や次世代エネルギーの需要量等を調査

各社ごとの検討事項
●CO2排出抑制

・ 省エネルギー、高効率化
・ 再生可能エネルギーへの転換
・ 石化燃料への水素・アンモニア混焼

●CO2再利用
・ CO2分離・回収
・ 合成メタン製造（メタネーション）

●新たな技術開発（イノベーション）
・ 水素還元製鉄
・ カーボンリサイクル

課題
・個社ごとの取組では限界があり、企業間で連携した取組が必要（いわゆる「資本の壁」の問題が存在）
・検討事項には技術開発段階にあるものもあり、先進事例の収集や企業間の情報共有等も必要

地域における連携
・個社単独では取り組めない、企業間において連携が必要となる取組（共同貯蔵タンク、海底パイプラインの設置等）
・各社の脱炭素対策や企業間連携のポテンシャル調査や見える化、これに基づく実証プロジェクトの検討等



４．議論いただきたいこと

【SDGｓ】

・2050年を見据えた姿として、「グリーン・コンビナートおおいた」に、追加すべき
視点等はないか？

・企業が大分で連携する際、いかにして、いわゆる「資本の壁」を乗り越えた
投資が実現できるのか？


